
令和７年度 決算報告と主な取組み 

 

【一般会計決算の財政規模】 

 歳入・歳出額ともに２年連続の増となりました。 

 

【一般会計の歳入】 

 歳入では、市税が約 2.1億円、地方交付税が約 0.9億円、個人や企業からのふるさ

と納税寄附金等（諸収入・繰入金等に含まれる）が約 2.9億円の増になるなど、使い

道の自由な収入が増加しました。 

一方で、国や県から入ってくる地方譲与税等が約 0.5 億円の減となり、総額では、 

10億 3,133万円増加しました。 

（※R6年度に定額減税の減税措置が概ね終了したことが、市税の増、地方特例交付

金（地方譲与税等）の減に大きく影響しています。） 

 

 

 

 

市税

39億5,189万円

使用料等

2億7,955万円

諸収入・繰入金等

29億4,207万円

地方譲与税等

12億9,334万円

地方交付税

57億5,129万円

国庫支出金

25億1,114万円

県支出金

17億6,644万円

市債

7億8,520万円
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一般会計（歳入）決算額 １９２億８，０９２万円



【一般会計の歳出】 

 歳出では、ふるさと納税事業の拡充、減債基金積立金の増額により総務費が約 3.2

億円増加した他、児童手当支給対象の拡充、物価高対応子育て応援手当支給事業の新

規実施により、民生費が 2.1億円増加しました。 

一方で、地方債の償還元金の減により公債費が 0.1億円減少しました。 

総額では 9億 529万円増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議会費

1億7,675万円

総務費

40億4,625万円

民生費

56億744万円衛生費

20億3,992万円
労働費

1億9,150万円

農林水産業費

7億8,583万円

商工費

6億3,053万円

土木費

16億3,059万円

消防費

6億1,755万円

教育費

12億6,126万円

災害復旧費

0万円
公債費

15億471万円
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一般会計（歳出）決算額 １８４億９，２３３万円



【市債（借入金）残高の状況】 

 市債の令和７年度末残高は 130 億 800 万円で、市民一人当たりでは約 48 万 2 千円

になります。 

 新規市債の発行が抑制されたことから、前年度より 6億 5,392万円（市民１人当た

り約 2万円）減少しました。 

 

 

【基金（貯金）残高の状況】 

 基金の令和７年度末残高は 39億 2,559万円で、市民一人当たりでは約 14万 5千円

になります。 

 令和７年度は基金から 7 億 8,574 万円取崩しを行い、9 億 3,083万円積立てを行っ

た結果、前年度から 1億 4,509万円（市民１人当たり約 8千円）増加しました。  
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【特別会計の決算状況】 

  歳入額（A） 
  

歳出額（B） 差引（A-B） 
うち一般会計繰入金 

国民健康保険事業 26 億 3,613 万円 1 億 9,595 万円 26 億 2,542 万円 1,071 万円  

後期高齢者医療 5 億 2,040 万円 1 億 2,123 万円 5 億 1,812 万円 228 万円  

介護保険事業 36 億 7,834 万円 5 億 3,186 万円 35 億 2,405 万円 1 億 5,429 万円 

産業団地整備事業 3 億 6,089 万円 29 万円  3 億 6,089 万円 0 

加斗財産区運営事業 4 万円  0 2 万円  2 万円  

  



【令和７年度一般会計の主な取組み】  
 

➢ 総務費 

■ふるさと納税事業 4億 668万円 

   ふるさと納税返礼品等の発送委託など 

■防災体制整備事業 2億 1,785万円 

   防災行政無線の更新 

■定額減税補足給付金給付事業 1億 2,644万円【物価高騰対策】 

   定額減税しきれない方への給付金の給付 
 

➢ 民生費 

■児童手当支給事業 5億 5,126万円 

  高校生年代までの児童を養育する保護者に児童手当を支給 

■私立保育園保育委託事業 4億 9,815万円 

保育事業の私立保育園への委託 

■物価高対応子育て応援手当支給事業 8,155万円【物価高騰対策】 

   子育て世帯に対して、高校生年代以下の児童一人当たり 2万円を給付 

■高齢者福祉事業所・障がい者福祉事業所食材費高騰対策緊急支援事業 2,825 万円【物価高騰対策】 

 介護・障がいサービスの安定した事業運営を図るため、高齢者・障がい福祉施 

設の食材費高騰分の一部を支援 
 

➢ 衛生費 

■公立小浜病院組合負担金 8億 5,485万円 

   公立小浜病院運営に係る負担金 

■廃棄物処理広域化推進事業 3億 9,102万円 

  広域ごみ焼却施設の運営(起債償還）に係る若狭広域行政事務組合への負担金 

■予防接種事業 7,765万円 

  感染の恐れがある各疾病の予防接種 
 

➢ 農林水産業費 

■多面的機能支払交付金事業 1億 299万円 

農用地、用排水路、農道等の地域資源の保全活動を行う地域組織を支援 

■スマート養殖推進事業 2,414万円 

  流通業者と地元漁業者の協働生産にかかる施設導入経費を補助 

■農業者緊急支援事業 1,840万円【物価高騰対策】 

農業者の経営安定化を図るため、農業用資材や肥料等の高騰分の一部を支援 

 



➢ 商工費 

■企業振興助成金 １億円 

   事業者の育成と雇用機会の拡大を図るための助成 

■企業用地管理事業 3,522万円 

  企業用地に係る土地賃借料および維持管理経費など 

■日本遺産推進事業 1,124万円  

  日本遺産のストーリーを発信し、知名度向上とブランド化を推進 
   

➢ 土木費 

■下水道事業繰出金等 7億 4,647万円（集落排水整備費（農林水産業費）を含む） 

     公共下水、農業集落排水、漁業集落排水整備事業の運営のための繰出金 

■社会資本整備（安全安心） 1億 5,827万円 

   幹線道路等の安全確保のための更新工事 

■社会資本整備（街路：小浜縦貫線） 1億 3,297万円 

   小浜縦貫線の拡幅整備 
  

➢ 消防費 

■若狭消防組合負担金 6億 955万円 

   若狭消防組合運営に係る負担金 
 

➢ 教育費 

■小・中学校スクールバス運行事業 8,330万円 

   遠距離通学者に対するスクールバスの運行 

■史跡後瀬山城跡整備事業 3,573万円 

   史跡後瀬山城跡整備に係る実施設計 

■物価高騰対策学校給食費緊急支援事業 1,706万円【物価高騰対策】 

   高騰する給食食材費の一部を支援 


